
事 務 連 絡

平成26年4月4日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

疑義解釈資料の送付について（その２）

「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（平成26年厚生労働省告示第57

号）等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項

について」（平成26年３月５日保医発0305第３号）等により、平成26年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑義

照会資料を別添１のとおり取りまとめたので、参考までに送付いたします。

なお、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（平成26年3月31日付事務

連絡）を別添２のとおり訂正いたしますので、併せて送付いたしします。



医科 - 1

〈 別 添 １ 〉

医科診療報酬点数表関係

【地域包括診療加算／地域包括診療料】

（問１）地域包括診療料は初診時には算定できないが、初診を行った日と同一月内

に再度受診があった場合、当該月より算定可能か。

（答） 可能である。

（問２）初診日と同一月に地域包括診療料を算定する場合、初診時に算定した費用は、

出来高で算定可能か。

（答） 可能である。

（問３）地域包括診療加算を算定する患者が、対象疾病以外で受診した場合でも算

定できるか。

（答） 他の疾患の受診時に、当該点数の対象疾患についての管理も行い、他の要件

をすべて満たしていれば算定可能である。

（問４）医薬品の管理とは、投薬した医薬品名をカルテに記載しておけばよいのか。

（答） 医薬品の管理とは、他の医療機関で処方されたものも含め、直近の投薬内容

のすべてをカルテに記載するとともに、重複投薬や飲み合わせ等を含めすべて

管理すること。

（問５）他医療機関で処方された薬剤について、他医療機関と連絡が取れない等の

理由で受診時の投薬内容が把握できない場合であっても、算定可能か。

（答） 受診時の直近の投薬内容をすべて把握できない場合は、当該点数は算定でき

ない。
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（問６）院内処方を行っている保険医療機関において地域包括診療料又は地域包括

診療加算を算定する患者が、他の保険医療機関で院外処方されている場合に

も、保険薬局との連携やリストの交付は必要か。

（答） 当該保険医療機関で院外処方を行わない場合は、必ずしも必要ではない。

（問７）地域包括診療料および地域包括診療加算において、患者に薬局のリストの

中から選択させる際、リストの中に該当薬局が1つしかなかった場合であっ

ても算定可能か。

（答） 院外処方をする際に、保険薬局は原則として複数から選択させる必要がある

が、患家や当該保険医療機関の近隣に対応できる薬局が１つしかない場合等、

複数の保険薬局リストの作成が事実上困難な場合においては、当該リストの中

に該当薬局が１つしかない場合でも差し支えない。

（問８）「健康診断・検診の受診勧奨を行い結果をカルテに記載」とあるが、受診

勧奨しても患者が健康診断に行かなかった場合、自院での検診に応じなかっ

た場合は算定できないか？患者が企業の健康診断などを受けた場合は、その

結果を必ず持ってきてもらう必要があるか。

（答） 健康診断・検診の受診勧奨を行う必要があるが、必ずしも受診を行っている

必要はない。なお、患者が企業の健康診断等を受けた場合は、その結果を把握

し、結果を診療録に記載する等を行う。

（問９）電子カルテであってもスキャンがない医療機関があるが、保存すべきもの

はどのように対応すればよいか。

（答） 保存については、電子媒体又は紙媒体を問わない。

【入院基本料】

（問10）既に７対１入院基本料を算定している医療機関であれば、平成26年9月30

日（経過措置期間）までの間、７対１入院基本料の重症度、医療・看護必要

度の基準を満たせなくても急性期看護補助体制加算を届出することはできる

のか。

また、夜間急性期看護補助体制加算の要件の重症度、医療・看護必要度の
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【がん患者管理指導料】

（問36） がん患者管理指導料３の要件である「40時間以上のがんに係る適切な研

修」には、どのようなものがあるのか。また、様式５の３について、がん患

者管理指導料３の要件である「５年以上薬剤師としての業務に従事した経験

及び３年以上化学療法に係る業務に従事した経験を有し、40時間以上のがん

にかかる適切な研修を修了し、がん患者に対する薬剤管理指導の実績を50症

例（複数のがん種であることが望ましい。）以上有することが確認できる文

書」とは何を指すのか。

（答） 日本病院薬剤師会、日本臨床腫瘍薬学会又は日本医療薬学会が認定するがん

に係る研修を指す。

様式５の３の提出に当たっては、日本病院薬剤師会が認定するがん薬物療法

認定薬剤師、日本臨床腫瘍薬学会が認定する外来がん治療認定薬剤師、又は日

本医療薬学会が認定するがん専門薬剤師であることを証する文書を添付するこ

と。

（問37）がん患者管理指導料３を算定した場合、薬剤管理指導料は別に算定できな

いとあるが、薬剤管理指導料を算定した次の週に算定することは可能か。

（答） 薬剤管理指導料とがん患者管理指導料３を算定する日の間隔は６日以上とす

る。

（問38）がん患者管理指導料１を算定した同一日に、がん患者管理指導料２又は３

を算定することは可能か。また、がん患者管理指導料２及び３については、

同一日に複数回算定することは可能か。

（答） がん患者管理指導料１には、がん患者管理指導料２及び３に係る指導が含ま

れることから、がん患者管理指導料１を算定した同一日にがん患者管理指導料

２又はがん患者管理指導料３を算定することはできない。一方、がん患者管理

指導料２を算定した同一日にがん患者管理指導料３を算定することについて

は、それぞれ患者の同意をとり、指導内容等の要点を診療録、看護記録又は薬

剤管理指導記録に記録した上で可能である。また、がん患者管理指導料２及び

３について、それぞれ同一日に複数回算定することは不可。
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変更の有無及び期間中の特記すべき出来事の有無（ある場合はその内容）が記

載されている必要がある。

【画像診断】

（問48）画像診断管理加算の要件にある関係学会から示されている２年以上の所定

の研修とはなにか。

（答） 現時点では、放射線科に関して３年間の研修を修了した後に行う、日本医学

放射線学会が定める放射線診断専門医制度規定に則った２年以上の研修をい

う。

【リハビリテーション】

（問49）Ｈ003－２リハビリテーション総合計画評価料の注２に掲げる入院時訪問

指導加算における訪問は、回復期リハビリテーション病棟に配置されている

専従者が行うのか。

（答） 当該保険医療機関に勤務する者が行う。なお、病棟専従配置のものが行うこ

とは不可。

（問50）Ｈ003－２リハビリテーション総合計画評価料の注３において、リハビリ

テーション総合計画提供料を算定した患者であっても、外来における早期リ

ハビリテーション加算、初期加算の算定終了後であれば、患者の紹介を受け

た保険医療機関はリハビリテーション総合計画評価料を算定できるのか。

（答） 算定できる。

【うがい薬】

（問51）うがい薬のみ投与された場合、当該うがい薬に係る処方料、調剤料、薬剤

料、処方せん料が算定できない規定となったが、治療目的でうがい薬のみ投

与された場合は算定できると考えてよいか？

（答） そのとおり。処方料、調剤料、薬剤料、処方せん料は算定できる。



〈 別 添 ２ 〉

医科診療報酬点数表関係

＜医科＞

【入院基本料】

（問19）ＡＤＬ維持向上等体制加算の医師の要件である研修の内容が通知に示され

ているが、具体的にはどのような研修があるのか。

（答） 現時点では、日本リハビリテーション医学会が主催する「急性期病棟におけ

るリハビリテーション医師研修会」の研修を指す。

【感染防止対策加算】

（問40）院内感染対策サーベイラインス(JANIS)において、一部の部門のみ参加す

ればよいのか。

（答） 少なくともJANISの検査部門がに参加していることが必要である。

【回復期リハビリテーション病棟入院料】

（問46）体制強化加算の医師の要件である研修の内容が通知に示されているが、具

体的にはどのような研修があるのか。

（答） 現時点では、①回復期リハビリテーション病棟協会が開催する「回復期リハ

病棟専従医師研修会」、②日本慢性期医療協会が開催する「総合リハビリテー

ション講座」のいずれかの研修を指す。

【がん患者管理指導料】

（問57）がん患者指導管理料２の看護師の研修とはどのような研修か。

（答） 現時点では、日本看護協会認定看護師教育課程「緩和ケア」、「がん性疼痛

看護」、「がん化学療法看護」、「がん放射線療法看護」、「乳がん看護」の研修。

日本看護協会が認定している看護系大学院の「がん看護」又は「精神看護」

の専門看護師教育課程。



＜ＤＰＣ＞

３．診断群分類の適用の考え方について

（問３－４－11）「Ｇ００６ 埋込型カテーテルによる中心静脈栄養」を実施した

場合、「手術・処置等２」の分岐の区分で「Ｇ００５ 中心静脈栄養注射」を

選択することができるのか。

（答） 選択することはできない。定義テーブルに記載されている項目のみで判断す

る。

６．診断群分類点数表等により算定される診療報酬について

（問６－28）グランツマン血小板無力症患者（ＧＰ Ⅱｂ－Ⅲａ及び／又はＨＬＡ

に対する抗体を保有し、血小板輸血不応状態が過去又は現在見られるもの）に

使用する「血液凝固第Ⅶ因子製剤（エプタゴルアルファ（活性型）（遺伝子組

換え））」は出来高で算定することができるのか。

（答） 算定できる。

１０．退院時処方の取扱いについて

（問10－８）介護老人福祉施設に退院する場合、退院時処方の薬剤料は別に算定す

ることができるのか。

（答） 介護老人福祉施設は算定することができる。

１２．データ提出加算について

（問12－４）平成25年度までにデータ提出加算を届け出ている病院においては、通

常平成25年度まで調査対象となっていた病床の退院患者調査データを提出して

いれば、データ提出加算を算定することができるのか。

（答） 平成26年度に限り算定することができる。ただし、４月１日からの算定にあ

たっては４月16日までに厚生局への届出が必要となる。また、なお、データの

提出に遅延等が認められた場合は、当該提出月の翌々月について、当該加算は

算定することができない。
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